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は じ め に 

 

 

ＬＰガスは、家庭用エネルギーとしておよそ 2,400 万世帯で使用され、近年の人口減少やオー

ル電化住宅などの影響により消費世帯数は減少傾向にあるものの、引き続き、国民生活に不可欠

なエネルギーとなっている。平成 30年 7月に閣議決定された第 5次エネルギー基本計画におい

ては、「平時の国民生活、産業活動を支えるとともに、緊急時にも貢献できる分散型のクリーン

なガス体のエネルギー源」と位置付けられ、災害時のエネルギー供給においても「最後の砦」と

しての役割が期待されている。 

 

ＬＰガスの保安については、ＬＰガス業界の保安向上の取組みに加え、技術の進展による安全

性の高いＬＰガス供給機器の普及等に伴い、近年のＬＰガス事故による被害は大きく減少してい

る。本協会は、引き続き、ＬＰガス供給機器等の検査業務等を通じてこれらの取組みを支援し、

ＬＰガスの保安の確保並びにＬＰガスの安全・安心の構築に貢献していく所存である。 

 

本協会の令和 2年度の経営環境については、平成 29年度から令和 2年度までの第 4期供給機

器交換需要期の最終年度を迎えることから、調整器、高圧ホース等のＬＰガス供給機器の出荷数

量は、前年度に引き続き高い水準を維持するものの、マイコンメータにあっては、前年度実績見

込みを約 2割ほど割り込むと予想される。また、令和元年 11月 28 日に指定を受けたプライバシ

ーマーク制度の指定審査業務については、本年度から計画に盛り込んだ。 

 

本協会の令和 2年度の業務方針は、定款に基づく適合性検査業務、一般検査業務、ＪＩＳ認証

業務及び審査登録業務などについて、国際規格等に基づく公平・公正な業務運営を維持するとと

もに、業務の合理化及び技術能力の向上に努め、経営基盤の強化及び総合的な認証機関としての

信頼性の向上を図るものとする。 

 

以上を踏まえ、一般財団法人日本エルピーガス機器検査協会の令和 2年度事業計画を以下のと

おり作成した。 

 

 

  



2 

 

        事  業  計  画 

 

 

        令和 2年度に行う事業項目は次によるものとする。 

 

        １．特定液化石油ガス器具等に関する国内登録検査機関業務 

        ２．政令指定の液化石油ガス器具等の検査及び試験（第１号の業務を除く。） 

        ３．政令指定外の液化石油ガス器具等の検査及び試験 

        ４．液化石油ガス器具等に関する普及及び啓発 

        ５．液化石油ガス器具等に関する調査及び研究 

        ６．産業標準化法に基づく国内登録認証機関業務 

７．国際規格及び国内規格に関する審査登録機関業務 

        ８．液化石油ガス器具等に関する内外関係機関等との交流及び協力 

        ９．前各号に掲げるもののほか、この法人の目的を達成するために必要な事業 
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令和 2年度   事  業  計  画  書 

 

本協会の令和 2年度における事業は、次に示す諸事項により行うものとする。 

 

１．特定液化石油ガス器具等に関する国内登録検査機関業務 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（以下「液化石油ガス法」という。）

に基づき、特定液化石油ガス器具等に指定されている液化石油ガス用ガス栓に関する同法第 47

条第 1項第 1号に規定する適合性検査（以下「１号検査」という。）及び第 2号に規定する適

合性検査（以下「２号検査」という。）について、適合性検査業務規程に基づき、以下に示す

数量の検査を行う。 

 

(1) １号検査 
（ 第１検査：件、 第２検査：千個 ） 

品    目 検 査 区 分 
当 年 度 

計 画 数 量 

前  年  度 

計 画 数 量 
増  減 

前 年 度 

見込数量 

ガ ス 栓 
第 １ 検 査 176 184 -8 184 

第 ２ 検 査 1,565 1,984 -419 1,781 

 (備考) 前年度見込数量は、令和元年 12月末までの検査数量実績及び令和 2年 1月から 3月までの見込数量の合計と

した。以下同じ。 

 

(2) ２号検査 
（ ２号検査、製品検査及び性能確認検査：件、 管理検査：千個 ） 

品    目 検 査 区 分 
当 年 度 

計 画 数 量 

前  年  度 

計 画 数 量 
増  減 

前 年 度 

見込数量 

ガ ス 栓 

２ 号 検 査 6 10 -4 12 

製 品 検 査 23 8 15 9 

性 能 確 認 検 査 110 126 -16 120 

管 理 検 査 1,435 1,236 199 1,279 

 (備考) 性能確認検査及び管理検査は、適合性検査合格後に実施するものであり、それぞれ製品の性能検査及び出荷前

の検査をいう。 

 

(3) 特定液化石油ガス器具等の検査数量（１号検査と２号検査の合計数量） 
（ 検査数量：千個 ） 

品    目 検 査 区 分 
当 年 度 

計 画 数 量 

前  年  度 

計 画 数 量 
増  減 

前 年 度 

見込数量 

ガ ス 栓 
第 ２ 検 査 及 び 

管理検査の合計 
3,000 3,220 -220 3,060 

 

(4) その他の検査及び試験 

上記の特定液化石油ガス器具等の材料、性能、強度等について検査規程に基づく検査（項目

別検査）及び製造事業者等の依頼による試験を行う。 
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２．政令指定の液化石油ガス器具等の検査及び試験（第１号の業務を除く。） 

液化石油ガス法に基づき液化石油ガス器具等に指定されている品目のうち、調整器、液化石

油ガス用継手金具付高圧ホース（以下「高圧ホース」という。）、液化石油ガス用継手金具付

低圧ホース（以下「低圧ホース」という。）及び液化石油ガス用対震自動ガス遮断器（以下「対

震遮断器」という。）の４品目について、製品認証業務規程に基づき、以下に示す数量の検査

を行う。 

 

(1) 第１検査及び第２検査 
（ 第１検査：件、 第２検査：千個 ） 

品   目 検 査 区 分 
当 年 度 

計 画 数 量 

前  年  度 

計 画 数 量 
増   減 

前 年 度 

見込数量 

調

整

器 

調 整 器 ( 小 型 ) 
第１検査 12 12 0 12 

第２検査 333 332 1 357 

調 整 器 ( 大 型 ) 
第１検査 2 2 0 2 

第２検査 1 1 0 1 

自動切替調整器 

( 含 二 段 減 圧 ) 

第１検査 89 94 -5 91 

第２検査 1,600 1,650 -50 1,621 

高 圧 ホ ー ス 
第１検査 17 17 0 17 

第２検査 4,000 4,000 0 4,021 

低 圧 ホ ー ス 
第１検査 6 6 0 6 

第２検査 400 364 36 447 

対 震 遮 断 器 
第１検査 1 1 0 1 

第２検査 1 1 0 1 

 

(2) その他の検査及び試験 

上記の液化石油ガス器具等の材料、性能、強度等について検査規程に基づく検査（項目別検

査）及び製造事業者等の依頼による試験を行う。 

 



5 

３．政令指定外の液化石油ガス器具等の検査及び試験 

政令指定外の液化石油ガス器具等について、製品認証業務規程に基づき、以下に示す数量の

検査を行う。 

 

(1) 第１検査及び第２検査 
（ 第１検査：件、 配管用フレキ管の第２検査：千ｍ、その他の第２検査：千個 ） 

品   目 検 査 区 分 
当 年 度 

計 画 数 量 

前  年  度 

計 画 数 量 
増   減 

前  年  度 

見 込 数 量 

燃 焼 器 用 ホ ー ス 
第１検査 14 14 0 14 

第２検査 317 302 15 303 

金 属 ﾌ ﾚ ｷ ｼ ﾌ ﾞ ﾙ ﾎ ｰ ｽ 
第１検査 9 10 -1 9 

第２検査 600 612 -12 695 

ホ ー ス バ ン ド 
第１検査 3 3 0 3 

第２検査 3,720 3,900 -180 3,750 

ゴ ム キ ャ ッ プ 
第１検査 3 3 0 4 

第２検査 164 254 -90 126 

自 記 圧 力 計 
第１検査 6 5 1 6 

第２検査 5 5 0 4 

迅 速 継 手 
第１検査 8 9 -1 9 

第２検査 7 27 -20 27 

ガ ス 放 出 防 止 器 
第１検査 3 3 0 3 

第２検査 6 6 0 6 

ガ ス 漏 れ 

警 報 遮 断 装 置 

第１検査 24 24 0 24 

第２検査 10 10 0 9 

ホ ー ス エ ン ド 

接 続 具 

第１検査 0 2 -2 2 

第２検査 3 1 2 3 

マ イ コ ン メ ー タ 
第１検査 48 43 5 46 

第２検査 2,841 3,900 -1,059 3,586 

配 管 用 フ レ キ 管 
第１検査 19 19 0 19 

第２検査 5,570 5,826 -256 4,699 

配 管 用 フ レ キ 管 

継 手 

第１検査 85 89 -4 85 

第２検査 1,665 1,842 -177 1,483 

逆 止 弁 付 

根 元 バ ル ブ 

第１検査 3 3 0 2 

第２検査 476 500 -24 476 

漏 洩 検 知 装 置 
第１検査 4 6 -2 4 

第２検査 87 93 -6 92 

簡 易 ガ ス 用 感 震 

自 動 ガ ス 遮 断 装 置 

第１検査 13 13 0 13 

第２検査 2 1 1 2 

バ ル ク 用 超 音 波 

液 面 計 

第１検査 1 1 0 1 

第２検査 1 1 0 2 

 

(2) その他の検査及び試験 

上記の液化石油ガス器具等の材料、性能、強度等について検査規程に基づく検査（項目別検

査）、製造事業者等の依頼による試験、及び検査規程の定めのない機器等について製造事業者
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等の依頼による試験を行う。 

 

 

４．液化石油ガス器具等に関する普及及び啓発 

一般消費者等におけるＬＰガス事故を防止するためにＬＰガス安全委員会等が行う保安啓

発事業に参画する。 

 

 

５．液化石油ガス器具等に関する調査及び研究 

(1) 液化石油ガス器具等に関する調査及び研究を行い、一般消費者等の保安の確保に努める。 

(2) 液化石油ガス器具等の技術基準等に関する調査及び研究を行い、技術基準及び安全性等の

向上に努める。 

 

 

６．産業標準化法に基づく国内登録認証機関業務 

産業標準化法に基づく国内登録認証機関として、JIS S 2120（ガス栓）、JIS S 2135（ガス

機器用迅速継手）、JIS S 2146（ガスコード）及び JIS S 2190（ガス用ゴム管バンド）に係る

認証業務を行うこととし、認証企業 4社に対して認証維持工場審査及び認証維持製品試験を実

施する。また、認証対象 JIS の拡大を図るとともに認証機関としての信頼性の向上に努める。

更に、産業標準化法に基づく経済産業省の指導及び JIS 登録認証機関協議会（JISCBA）のガイ

ドライン等に対応し、適切な業務運営に努める。 

 

 

７．国際規格及び国内規格に関する審査登録機関業務 

公益財団法人日本適合性認定協会（JAB）から認定されたマネジメントシステム認証機関とし

て、ISO 9001（品質マネジメントシステム）及び ISO 14001（環境マネジメントシステム）に基

づく初回審査、サーベイランス審査及び再認証審査を実施する。なお、本年度の新規登録を 4件、

登録辞退を 2件とし、期末登録件数を 122 件と見込んでいる。 

加えて、一般財団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）から令和元年 11月 28 日に指定を

受けた JIS Q 15001（個人情報保護マネジメントシステム）に基づくプライバシーマーク制度の

指定審査業務については、審査実施を 10件と見込んでいる。 

なお、審査登録業務の実施に当たっては、公平性、透明性及び独立性を確保し、審査登録にお

ける高い信頼性の獲得に努める。 
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８．液化石油ガス器具等に関する内外関係機関等との交流及び協力 

(1) 経済産業省等の関係機関の要請に基づき、技術情報の収集、技術基準及び日本産業規格等の

作成に協力する。 

(2) 経済産業省等の関係機関の要請に基づき、委員会等の活動を通して液化石油ガスの保安の

確保に協力する。 

(3) 製造物責任法（PL 法）施行に関連して平成 7 年 6 月に設立された原因究明機関ネットワー

ク機関として事故原因の究明に協力する。 

(4) 関係機関等の要請に応じ、諸外国に対して技術的協力を行う。 

 

 

９．前各号に掲げるもののほか、この法人の目的を達成するために必要な事業 

(1) 製品認証機関に適用される JIS Q 17065:2012（ISO/IEC17065:2012）に基づく品質システム

を維持し、国際化への対応、経営基盤の強化及び信頼性の向上を図る。 

(2) ASNITE 製品認証機関としての認定を維持し、技術的基盤の強化を図る。 

(3) 職員に対する研修会、技術検討会等を実施し、技術的能力、品質管理能力等の向上を図る。 

(4) 機械設備等を整備増強し、検査業務の合理化及び円滑化を図る。 

(5) 検査制度に係る基準等の見直し及び整備を進め、検査体制の充実及び合理化を図る。 

(6) 新規製品の開発に対応し、技術基準の作成及び検査体制の整備を行う。 

(7) 検査等の業務を通じて得られた知見を基に、製造事業者等に対して品質向上を目的とした

支援を行う。 

(8) 製造事業者等に対して検査基準等に関する広報等を行い、検査業務の円滑化を図る。 

(9) 製造事業者等の要請により、品質管理等について協力する。 


